
２

主
務
大
臣
は
、
確
認
申
請
書
の
ほ
か
、
当
該
認
定
事
業
適
応
計
画
に
係
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
環
境
負
荷
低
減

事
業
適
応
が
法
第
二
十
一
条
の
三
十
五
の
規
定
に
基
づ
く
我
が
国
産
業
の
基
盤
強
化
に
特
に
資
す
る
こ
と
そ
の

他
主
務
大
臣
が
定
め
る
基
準
（
令
和
七
年
財
務
省
・
経
済
産
業
省
告
示
第
五
号
。次
項
に
お
い
て「
エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
環
境
負
荷
低
減
事
業
適
応
特
例
基
準
」
と
い
う
。）に
適
合
す
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
と
認
め
る

書
類
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

主
務
大
臣
は
、
確
認
申
請
書
の
ほ
か
、
当
該
認
定
事
業
適
応
計
画
に
係
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
環
境
負
荷
低
減

事
業
適
応
が
法
第
二
十
一
条
の
三
十
五
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
く
我
が
国
産
業
の
基
盤
強
化
に
特
に
資
す
る
こ

と
そ
の
他
主
務
大
臣
が
定
め
る
基
準
（
令
和
七
年
財
務
省
・
経
済
産
業
省
告
示
第
五
号
。
次
項
に
お
い
て
「
エ

ネ
ル
ギ
ー
利
用
環
境
負
荷
低
減
事
業
適
応
特
例
基
準
」
と
い
う
。）に
適
合
す
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
に
必
要

と
認
め
る
書
類
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

（
略
）

３

（
略
）

（
実
施
状
況
の
報
告
）

（
実
施
状
況
の
報
告
）

第
四
十
八
条

認
定
事
業
適
応
事
業
者
、
認
定
事
業
再
編
事
業
者
又
は
認
定
特
別
事
業
再
編
事
業
者
は
、
認
定
事

業
適
応
計
画
、
認
定
事
業
再
編
計
画
又
は
認
定
特
別
事
業
再
編
計
画
の
実
施
期
間
の
各
事
業
年
度
に
お
け
る
実

施
状
況
に
つ
い
て
、
原
則
と
し
て
当
該
事
業
年
度
終
了
後
三
月
以
内
に
、
認
定
事
業
適
応
事
業
者
に
つ
い
て
は

様
式
第
四
十
七
に
よ
り
、
認
定
事
業
再
編
事
業
者
に
つ
い
て
は
様
式
第
四
十
八
に
よ
り
、
認
定
特
別
事
業
再
編

事
業
者
に
つ
い
て
は
様
式
第
四
十
八
の
二
に
よ
り
、
主
務
大
臣
に
報
告
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
四
十
八
条

認
定
事
業
適
応
事
業
者
、
認
定
事
業
再
編
事
業
者
又
は
認
定
特
別
事
業
再
編
事
業
者
は
、
認
定
事

業
適
応
計
画
、
認
定
事
業
再
編
計
画
又
は
認
定
特
別
事
業
再
編
計
画
の
実
施
期
間
の
各
事
業
年
度
に
お
け
る
実

施
状
況
に
つ
い
て
、
原
則
と
し
て
当
該
事
業
年
度
終
了
後
三
月
以
内
に
、
認
定
事
業
適
応
事
業
者
に
つ
い
て
は

様
式
第
四
十
七
に
よ
り
、
認
定
事
業
再
編
事
業
者
に
つ
い
て
は
様
式
第
四
十
八
に
よ
り
、
認
定
特
別
事
業
再
編

事
業
者
に
つ
い
て
は
様
式
第
四
十
八
の
二
に
よ
り
、
主
務
大
臣
に
報
告
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、

法
第
二
十
一
条
の
三
十
五
第
一
項
に
規
定
す
る
課
税
の
特
例
に
係
る
情
報
技
術
事
業
適
応
を
行
う
認
定
事
業
適

応
事
業
者
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
認
定
事
業
適
応
計
画
に
係
る
情
報
技
術
事
業
適
応
設
備
等
（
情
報
技
術
事
業
適

応
の
用
に
供
す
る
た
め
に
新
設
又
は
増
設
を
す
る
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
及
び
当
該
情
報
技
術
事
業
適
応
を
実
施
す
る

た
め
に
利
用
す
る
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
（
そ
の
利
用
に
係
る
費
用
で
繰
延
資
産
と
な
る
も
の
を
支
出
す
る
も
の
に
限

る
。）並
び
に
こ
れ
ら
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
と
と
も
に
当
該
情
報
技
術
事
業
適
応
の
用
に
供
す
る
機
械
及
び
装
置
並

び
に
器
具
及
び
備
品
を
い
う
。）の
う
ち
情
報
技
術
事
業
適
応
特
例
基
準
に
規
定
す
る
要
件
に
該
当
す
る
も
の
の

全
部
を
取
得
し
、
又
は
製
作
し
て
、
こ
れ
を
国
内
に
あ
る
当
該
認
定
事
業
適
応
事
業
者
の
事
業
の
用
に
供
し
、

情
報
技
術
事
業
適
応
特
例
基
準
に
規
定
す
る
具
体
的
な
指
標
を
達
成
し
た
と
き
は
、
そ
の
翌
事
業
年
度
以
降
に

つ
い
て
当
該
報
告
を
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

２
〜
６

（
略
）

２
〜
６

（
略
）

（
課
税
の
特
例
等
に
関
す
る
報
告
事
項
）

（
課
税
の
特
例
等
に
関
す
る
報
告
事
項
）

第
五
十
一
条

（
削
る
）

第
五
十
一
条

租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
六
第
一
項
、
第
三
項
、
第
七
項
若
し
く
は
第
八
項
又
は
第
四
十

二
条
の
十
二
の
七
第
一
項
、
第
二
項
、
第
四
項
若
し
く
は
第
五
項
の
所
得
税
又
は
法
人
税
に
係
る
課
税
の
特
例

措
置
の
適
用
を
受
け
た
認
定
事
業
適
応
事
業
者
は
、
第
四
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
に
併
せ
て
、
当

該
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
た
場
合
の
償
却
限
度
額
の
範
囲
内
で
普
通
償
却
限
度
額
を
超
え
て
償
却
す
る
額
又

は
当
該
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
に
よ
る
所
得
税
額
若
し
く
は
法
人
税
額
の
控
除
額
に
つ
い
て
も
報
告

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
五
第
一
項
若
し
く
は
第
三
項
又
は
第
四
十
二
条
の
十
二
の
六
第

一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
所
得
税
又
は
法
人
税
に
係
る
課
税
の
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
た
認
定
事
業
適
応
事

業
者
は
、
第
四
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
に
併
せ
て
、
当
該
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
た
場
合
の
償

却
限
度
額
の
範
囲
内
で
普
通
償
却
限
度
額
を
超
え
て
償
却
す
る
額
又
は
当
該
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
る
こ
と

に
よ
る
所
得
税
額
若
し
く
は
法
人
税
額
の
控
除
額
に
つ
い
て
も
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
六
第
五
項
若
し
く
は
第
九
項
又
は
第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
第
三
項
若
し

く
は
第
六
項
の
所
得
税
又
は
法
人
税
に
係
る
課
税
の
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
た
認
定
事
業
適
応
事
業
者
は
、

第
四
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
に
併
せ
て
、
当
該
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
た
場
合
の
償
却
限
度
額

の
範
囲
内
で
普
通
償
却
限
度
額
を
超
え
て
償
却
す
る
額
又
は
当
該
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
に
よ
る
所

得
税
額
若
し
く
は
法
人
税
額
の
控
除
額
に
つ
い
て
も
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
二
条
の
十
二
の
六
第
三
項
、
第
四
項
、
第
六
項
又
は
第
七
項
の
法
人
税
に
係
る
課

税
の
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
た
認
定
事
業
適
応
事
業
者
は
、
第
四
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
に
併

せ
て
、
当
該
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
に
よ
る
法
人
税
額
の
控
除
額
に
つ
い
て
も
報
告
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

３

租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
第
七
項
、
第
八
項
、
第
十
項
又
は
第
十
一
項
の
法
人
税
に
係
る

課
税
の
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
た
認
定
事
業
適
応
事
業
者
は
、
第
四
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
に

併
せ
て
、
当
該
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
に
よ
る
法
人
税
額
の
控
除
額
に
つ
い
て
も
報
告
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

３
・
４

（
略
）

４
・
５

（
略
）

令和年月日 月曜日 (号外特第号)官 報
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